
　1990年代に米国で登場した新たな物流サービスである「年代に米国で登場した新たな物流サービスである「年代に米国で登場した新たな物流サービスである「年代に米国で登場した新たな物流サービスである「サード・パーティ・ロジスティクスサード・パーティ・ロジスティクスサード・パーティ・ロジスティクスサード・パーティ・ロジスティクス
（３ＰＬ）：（３ＰＬ）：（３ＰＬ）：（３ＰＬ）：荷主から物流を一貫して請負う高品質のサービス荷主から物流を一貫して請負う高品質のサービス荷主から物流を一貫して請負う高品質のサービス荷主から物流を一貫して請負う高品質のサービス」は、荷主企業の本業への」は、荷主企業の本業への」は、荷主企業の本業への」は、荷主企業の本業への
経営資源集中や物流部門における規制緩和等を背景に高い成長を続けている経営資源集中や物流部門における規制緩和等を背景に高い成長を続けている経営資源集中や物流部門における規制緩和等を背景に高い成長を続けている経営資源集中や物流部門における規制緩和等を背景に高い成長を続けている
（年率（年率（年率（年率15～～～～18%）。この拡大には情報通信システムの利活用が大きく貢献している。）。この拡大には情報通信システムの利活用が大きく貢献している。）。この拡大には情報通信システムの利活用が大きく貢献している。）。この拡大には情報通信システムの利活用が大きく貢献している。

●　サード・パーティ・ロジスティクスと情報通信システム●　サード・パーティ・ロジスティクスと情報通信システム●　サード・パーティ・ロジスティクスと情報通信システム●　サード・パーティ・ロジスティクスと情報通信システム
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混載 混載

ＥＤＩ（電子データ交換） 出典：国土交通省
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出典：H15賃金構造基本統計調査(厚生労働省統計情報部)

［全国　産業中分類］

39

(学歴計、企業規模計)
勤　続 所定内 超　過 き ま っ て 年間賞与

年　齢 実労働 実労働 支 給 す る 所定内 その他 労働者数

年　数 時間数 時間数 現金給与額 給与額 特別給与額

歳 年 時 時 千円 千円 千円 十人

40.3 12.2 166 13 329.8 302.1 923.5 2,071,013 

Ｈ  42.9 13.2 168 24 335.3 290.9 834.7 224,553 

H39 41.7 21.0 155 15 416.6 362.3 1774.2 18,545 

H40 50.8 11.8 171 28 272.3 220.0 546.4 44,197 

H41 41.1 10.6 176 31 317.6 268.3 470.2 93,968 

H44 40.2 12.4 167 17 326.3 295.7 923.9 5,896 

H45 40.6 13.2 161 16 340.3 306.8 940.5 25,494 

H46･47 40.7 18.3 155 10 398.7 371.9 1553.8 31,581 

Ｌ  39.2 9.4 164 10 320.1 296.9 928.0 570,971 

L72 38.2 8.7 179 8 236.0 225.2 333.2 9,775 

L82 34.1 9.4 158 20 379.8 340.2 1258.0 58,111 

L91 42.6 12.5 160 5 394.4 383.1 1633.4 42,584 

情 報 サ ー ビ ス ・ 調 査 業

教 育

道 路 旅 客 運 送 業

道 路 貨 物 運 送 業

倉 庫 業

郵 便 ・ 電 気 通 信 業

洗 濯 ・ 理 容 ・ 浴 場 業

〔参考表〕

産                    　業

産 業 計

運輸に附帯するサービス業

運 輸 ・ 通 信 業

全労働者の産業別きまって支給する現金給与額、所定内給与額及び年間賞与その他特別給与額全労働者の産業別きまって支給する現金給与額、所定内給与額及び年間賞与その他特別給与額全労働者の産業別きまって支給する現金給与額、所定内給与額及び年間賞与その他特別給与額全労働者の産業別きまって支給する現金給与額、所定内給与額及び年間賞与その他特別給与額

サ ー ビ ス 業

鉄 道 業



（注） １） 　〔　〕は、「非正社員」の計を１００とした就業形態別の労働者割合である。
　 ２） 　（　）は、労働者計を１００とした、産業・事業所規模・性ごとの構成比である。
　 ３） 　《　》は、前回調査（平成１１年）の値である。ただし「嘱託社員」については、「その他」に含まれる。

〔参考表〕

出典：H15就業形態の多様化に関する総合実態調査(厚生労働省統計情報部)

契約 嘱託 出向 派遣 臨時的 パートタイム

社員 社員 社員 労働者 雇用者 労働者

計 (100) 100 65.4 34.6 2.3 1.4 1.5 2 0.8 23 3.4

〔100.0〕 〔 6.8〕 〔 4.1〕 〔 4.4〕 〔 5.6〕 〔 2.4〕 〔66.7〕 〔10.0〕

※《平成１１年調査》 《100.0》 《 72.5》 《 27.5》 《 2.3》《　・　》 《 1.3》 《 1.1》 《 1.8》 《 14.5》 《 6.5》

産業

　情報通信業 (3.1) 100 78.3 21.7 3.3 0.8 3.9 5.9 1.1 4.5 2.4

　運輸業 (6.3) 100 77.3 22.7 3.2 2.2 1.5 1.6 0.7 10.8 2.7

　教育，学習支援業 (2.6) 100 60.8 39.2 10.3 1.7 0.4 2 0.3 21.7 2.8

　サービス業

　（他に分類されないもの） 58.7 41.3

区分 計 正社員 非正社員

就業形態

その他

(13.4) 100 2.8 23.6 4.4

就業形態別労働者割合

3.5 2.3 2.6 2.2
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